東京地方裁判所　平成20年（行ウ）第645号・同21年（行ウ）第115号
第１回弁論期日における原告弁護団意見陳述（憲法違反・判例違反であること）　
平成２１年９月７日　

　障害者自立支援法…障害者福祉の歴史の中でこれほど波紋を呼ぶ法律は例をみません。
　働きたい人が働くために職場利用料を徴収される、トイレに行くたび、外を歩くたび、スプーンで口に食べ物を運ぶたびにお金を徴収される、そんな障害者自立支援法の仕組みは障害を持つ人々を差別し、この社会の一員として生きていく権利を侵害し、個人の尊厳を毀損すること。
　それを証明し、障害者自立支援法の利用者負担を廃止し、障がいのあるなしに関わらず安心して暮らせる社会を作ること、それがこの裁判の目的です。

　全盲の視覚障害者堀木フミ子さんが原告となった堀木訴訟は昭和４５年すなわち１９７０年３月という今から３９年前の児童扶養手当と障害福祉年金の併給調整規定に基づく手当ての認定請求却下が憲法違反かどうかを問う裁判でした。

　この点につき、昭和５７年すなわち１９８２年７月７日という今から２７年前、最高裁判所大法廷判決は、立法府の広い裁量を認め、「著しく合理性を欠き明らかに裁量の逸脱・濫用とみざるを得ないような場合」を除き、司法審査は及ばないとしました。

　障害者権利条約が成立し、政府の批准を目の前にした現在、障害者の権利に対する理解が世界的にも飛躍的に進展した現在において、この大法廷の結論が維持できるのか、それさえはなはだ疑問と考えます。
　堀木訴訟判決の現在における妥当性を仮に措くとしても、私たちは、障害者自立支援法の利用者負担制度は著しく合理性を欠いた制度であり、立法府の裁量を逸脱・濫用する違憲、無効な制度であると確信しています。

　さらに、堀木訴訟大法廷判決は次のように言っています。

「憲法２５条の規定の要請にこたえて制定された法令において、…なんら合理的理由のない不当な差別的取扱をしたり、あるいは個人の尊厳を毀損するような内容の定めを設けているときは、憲法１４条及び１３条違反の問題を生じうることは否定しえないところである。」
　すなわち私たちはこの訴訟で、障害者自立支援法の利用者負担制度は、この大法廷判決に照らしても、まさに、合理的理由のない不当な差別として憲法１４条に違反し、個人の尊厳を損なう法令として憲法１３条に違反し、憲法第２５条の生存権を侵害することを証明します。

　折りしも、この８月３０日の総選挙で、自立支援法を制定した政権が退陣し、同法を自立阻害法であると批判して、同法の廃止を公約する政権が誕生しています。

しかしながら、違憲違法な自立支援法により、実際に多くの人が不当な権利侵害を受けている現実には何ら変わりありません。
自立支援法の過ちを二度と繰り返さないため、裁判所がこの法に対して明確に憲法違反の判決を下すことこそが障害者の権利と安心できる社会を構築していくためには不可欠と考えます。

人権擁護の最後の砦である裁判所が果敢に違憲立法審査権を行使し、人権救済の役割を果たすことを期待するものです。
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